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１．緒論 

 災害ケースマネジメント（Disaster Case Management，以下「DCM」）とは，被災者の生活再建を促す手法で，

被災者に個別に寄り添い，個別の被災度合を把握し，個別に支援メニューを組み合わせたうえで，ワンストッ

プに支援を実施していく仕組みである 1）．近年全国的に生活再建困難者の支援が課題となっており，DCM はそ

の対策として東日本大震災（2011 年）や熊本地震（2016 年）などの被災地で実施されてきた．徳島県では南海

トラフ巨大地震発災後，膨大な数の生活再建困難者の発生が懸念されており，「徳島県復興指針（2019 年）」2）

には DCM の準備を進めることが明記されたものの，DCM の規模なども想定できておらず，未だ具体的な検討

に着手されていない．本研究の目的は，既往の DCM 事例を整理し，①応急仮設住宅入居世帯数，②DCM 戸別

訪問世帯数（応急仮設住宅世帯の内，実際に戸別訪問を行った世帯数），③DCM 要支援世帯数（DCM 戸別訪問

世帯のうち支援が必要とされた世帯数），④DCM 支援指数（行政区内の DCM 要支援者以外の全世帯が要支援

者を支援するとしたときの人的支援規模）を求め，今後の DCM 実装の基礎資料とすることである． 

２．方法 

上記の①~④の推定にあたって，各用語の数値は次のように定めた．(1)東日本大震災の被災 3 自治体の全壊・

半壊棟数には，津波で流出したものも含む，(2)応急仮設住宅数とは，プレハブ仮設などの建設型仮設住宅，借

り上げ民間仮設住宅，借り上げ公営住宅等のことを指す．(3)DCM 要支援世帯とは， 仙台市，熊本市の場合は，

Ⅰ.生活再建可能世帯，Ⅱ.日常生活支援世帯，Ⅲ.住まいの再建支援世帯，Ⅳ.日常生活・住まいの再建支援世帯

の内，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳの被災世帯数を，また石巻市の場合，ⅰ.生活再建， ⅱ.健康，ⅲ.生活，ⅳ.経済，ⅴ.就労の中

で該当者数が最も多かったⅳに相当する世帯を指す．なお，実際の DCM 要支援世帯には，仮設住宅に入居し

なかった在宅避難者や家屋被害を伴わない被災者の中にも多くいたことが報告されている 3)が，その詳細を把

握できなかったため，ここでは家屋被害を受け，仮設住宅に居住する被災者のみを対象として分析した．他に

も，徳島県での地震津波による死亡者はゼロとして各数値を求めた． 

目的①～③は以下のように推定した（表１）． 

・応急仮設住宅入居率（α=0.43）：岩手県（0.58）4) 5)，宮城県（0.34）4) 6)，熊本県（0.37）7)8)の被災自治体の平

均値 

・DCM 戸別訪問率（β=0.818）：応急仮設住宅入居世帯数に対して，戸別訪問を行った世帯数の割合．仙台市

（0.97），石巻市（0.85），大船渡市（0.75），熊本市（0.70）の 4 市の平均値 

・DCM 要支援率（γ=0.490）：DCM 戸別訪問世帯数に対する DCM 要支援世帯数の割合．仙台市（0.44），石巻

市（0.66），熊本市（0.37）の 3 市の平均値．  

３．結果および考察 

3.1 結果 

目的①応急仮設住宅入居世帯数の推定値には，徳島県の全壊半壊棟数 199,700 (棟数)に応急仮設住宅入居率α

を乗じ 85,871 (世帯)を求めた．目的②DCM 戸別訪問世帯数には，85,871 (世帯)に DCM 戸別訪問率βを乗じ， 

70,242 (世帯)を得た．目的③DCM 要支援世帯数には，70,242 (世帯)に DCM 要支援率γを乗じ 34,419(世帯)と推

定した．最後に目的④DCM 支援指数は，生活再建できている徳島県内の全世帯数を DCM 要支援世帯数で割る
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と 7.8 が求められた． 

3.2 考察 

 要支援者は実際には行政区外の支援を受けると思われるが，ここでは市町村内の行政区内の住民によって支

援を受けた場合の値を求め，支援指数(f)を受援の規模を表す指標とした．徳島県全体の支援指数は 7.8 で，実

際に被災した自治体の仙台市 120.6，石巻市 11.6，熊本市 227.7 よりも低いことがわかった．さらに市町村でみ

ると津波被害に遭わない佐那河内村で 21.0，また県庁所在地の徳島市で 7.8，津波被災規模の大きい牟岐町で

3.5，美波町で 3.7 と数値は小さくなった．このように南海トラフ巨大地震が発生すると徳島県内では生活再建

困難者が多数発生し，その支援は質，量ともに乏しくなることが示唆された． 

 以上のことから，生活再建困難者対策としては，発災前に DCM 要支援者数を十分に減らしておく必要があ

ることがわかる．具体的には，建物の耐震化，健康増進，浸水地域外への移転，企業の BCP の実質化などが考

えられる，また支援漏れの防止や迅速な支援を実施するために DCM の体制を事前に整備しておくことも有効

であると考えられる． 

４．結論 

 本研究では既往の DCM 事例から徳島県での DCM の規模を想定し，課題とその対応について考察すること

ができた．今後は建物被害だけではなく，高齢者，障がい者，失業者などの情報も考慮し，DCM 要支援者数の

推定やその備えについて検討していく予定である． 
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表１ 既往の災害の整理と目的①～④の推定 

 

 

熊本地震

（2016年）

南海トラフ巨大地震

被害想定
仙台市 石巻市 大船渡市 熊本市 徳島県

(a) 全世帯数 462,5899） 58,14210） 14,52011） 317,50312） 302,29413）

(b) 全・半壊棟数 139,64314） 33,09315） 3,93716） 17,5567） 199,70017）

(c) 応急仮設住宅入居世帯数 8,90118） 8,20819） 2,5148） 5,28920） ①85,871

(b)に対する応急仮設住宅入居率 0.430

(d) DCM戸別訪問世帯数 8,59021） 6,95319） 1,88422） 3,71423） ②70,242

(c)に対するDCM戸別訪問率 0.97 0.85 0.75 0.70 0.818

(e) DCM要支援世帯数 3,80321） 4,60219） ー 1,38823） ③34,419

(d)に対するDCM要支援率 0.44 0.66 ー 0.37 0.490

(f) DCM支援指数 120.6 11.6 ー 227.7 ④7.8

東日本大震災（2011年）

：推定した値

α＝

γ＝

β＝
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